
 
 

運輸・交通施策に関する重点提言 
 

運輸・交通施策の更なる推進、地域生活交通の維持及び地域の振興を図るた

め、国は、次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．地域公共交通に対する総合的支援 

（１）地域住民の日々の移動手段を持続的に確保するため、地域公共交通確保

維持改善事業の予算を十分に確保するとともに、対象要件の緩和など支援

措置を拡充すること。 

（２）鉄道駅等をはじめとする公共交通関係施設のバリアフリー化を推進する

ため、支援策を拡充すること。 

（３）島しょ部等の生活交通として欠かせない離島航路・航空路を維持・確保

するため、積極的かつ恒久的な財政措置を講じること。 

（４）免許返納後の高齢者などの交通弱者に対し、都市自治体が独自に実施す

る公共交通施策に財政措置を講じること。 

 

２．国鉄の分割・民営化に際し、ＪＲ北海道等は、営業損益で赤字が生ずるこ

とが見込まれたことから、経営安定基金が設置され、その運用益をもって営

業損失を補填することとされた。 

しかし、分割・民営化から 30 年が経過した今、同基金のこの間の運用益は

当初の想定に比し大幅に減少し、ＪＲ北海道等は大変厳しい経営状況に立ち

至っている。 

このため、安全投資等を十分に行うことができず、さらに、人口減少等に

より、利用客の減少に歯止めがかからないなど、その経営はますます厳しい

ものとなっている。 

地域住民の通学・通勤などの足として重要な役割を担うとともに、地域の

経済活動の基盤となるＪＲの全国鉄道網を維持するため、ＪＲ北海道等の経

営再建に向けて、積極的な支援を行うこと。  

 

３．新幹線の早期全線開業等 

（１）整備新幹線については、建設財源を安定的に確保したうえで、早期に全

線開業すること。 



 
 

（２）新幹線の利便性の向上を図るため、運送力強化や二次交通の充実等に資

する支援を行うこと。 

また、沿線自治体が行う新駅周辺地域の整備に係る財政措置を拡充する

こと。 

（３）整備新幹線の並行在来線の安定的な経営維持及び利便性向上に資する適

切な財政措置等を講じること。 

（４）基本計画に定められている路線については、整備計画への格上げに向け

た調査を実施すること。 

 

４．港湾・海岸整備事業の促進 

（１）港湾整備事業及び海岸整備事業を促進するため、必要な予算を確保する

とともに、重要港湾・地方港湾等の振興を通じた地域活性化及び国土強靱

化の取組を推進すること。 

（２）地震、津波、高潮及び台風等の自然災害から国民の生命・財産を守るた

め、防波堤及び防潮堤の整備、海岸保全施設等の耐震化など港湾・海岸に

おける防災・減災対策を推進するとともに、必要な財政措置を講じること。 

（３）全国各地に観光立国による効果をもたらすため、クルーズ船の受入環境

改善に資するハード・ソフト両面からの取組を推進するとともに、港湾を

核とした観光振興に資する取組を推進すること。 


